
鳥取県山村における挙家離村と人口流出について

国 歳 真 臣

(昭和53年 5月 31日 受理 )
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結語

は  じ  め  に

鳥取県東南部を占める八頭郡のなかで,そ の東部,八東川上流域に位置するのが若桜町である。

この若桜町は,古くは宿場町,交通の要所,地方物資の集散地として発展 してきた。また,こ の町

は総面積200.15k�におよぶ実に広大な面積を有しているが,そ の約90パーセント以上は山林によっ

て占められており,耕地はわずかに6パーセントにすぎず, しかもその耕地すらも標高200～ 500m

の高地に存在しているのである。

ところで今日,こ の若桜町においても山村の共通の現象である,いわゆる「過疎化」の波が押し

寄せてきており,特に昭和30年代以降の高度経済成長と都市化の影響を受けて,人口の流出,挙家

離村による世帯数の減少, さらには部落の解体,消滅等の現象が拡大してきている。たとえば,昭

和22年の世帯数1782戸 ,人口9497人 から昭和35年の世帯数1907戸 ,人口9616人へと増加の傾向をみ

せていたにもかかわらず,昭和45年から50年の 5年間には,逆に世帯数は1857戸 から1785戸 と約 5

パーセントの減少,人口数においては8455人 から7443人 と約12パーセントという激しい減少率を示

している。なかでも交通の不便な山村の人口減少は急激なものがある。こうした山村は,いずれも

急峻な山岳地帯と厳しい気候条件のもとに置かれた辺境の地で,従来生産力の低い自給的農業を主

体に林業や諸種の副業を営んできた代表的過疎地域である。

さて過疎化がこの山村地域の生産,生活諸機能,居住意識へ与える影響は実に大なるものがある。

つまり村落を基本的に規定してきた村落共同体の機能が,急激な人口および戸数の減少によって低

下し,生産と生活を維持するための基礎的な条件が崩壊しつつあるのである。たしかに共同体的基



盤にたって新しい村落再編成に成功した村落も存在する。しかし若桜町の山村の場合には「解体化」

が必至であるとも思える。そこでこの小論において,山村の構造的変化を明らかにするために近年

挙家離村の続出した角谷部落と,挙家離村率こそ低いが人口減少の顕著な諸鹿部落を比較検討する

ことにより,過疎化と村落構造の相互連関, とくに過疎化を含む変動が村落構造におよばした影響

について考察してみたい。(1)

1.二部落の概況および産業構造

(第卜1図八頭郡若桜町略図〉
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先づ角谷部落は,来見野川の支流である角谷川の上流域に位置し,若桜より約 3 kmの地点に存在

する。角谷部落は古来行政単位としては「赤松」に属し,「赤松」は,角谷,馬場,内町,赤松の四小字

部落により構成されていた。上記略図より明白なように,赤松,内町は来見即川沿いに,馬場,角
谷は角谷川流域に位置している。

ところで角谷部落は,さ らに「角谷」,「寺所」という二小部落から構成されており,角谷川の上

流下流にそれぞれ存在してきた。しかし,近年大量に挙家離村現象が「角谷」に生じ,現在は「寺

所」に8戸のみ残存しているにすぎない状態になり,そ の結果角谷という部落名は消滅し,若桜町

大字赤松小字寺所となっている。ちなみにこれら大字「赤松」を構成する四部落の戸数変化をみて

みると,角谷部落以外には戸数の減少はみられず,む しろ増加しており,事実角谷部落からの挙家

表1・ 1「赤松」部落の戸数変化

小 字

年度
角 容 赤  松 内 町 馬 場

昭和35年

40

45

50

24

23

19

8

15声

17

17

17

一戸

15

15

15

18

13

13

13

16

若桜町役場資料

離村者の一部が移住してさえいるのである

さてこの角谷部落の主たる生業は,戦前においては稲作,養会,炭焼きを基盤とし,農閑期に林

業労務に従事していた。ところが戦後,薪炭,生糸の需要の減少により薪炭業,養会業に代わるも

のとして梨栽培が登場してきた。すなわち,戦前においては「米プラス養蚕」が主流を形成し,つ
いで「米プラス薪炭」が主流を占めるようになり,昭和30年代に入って「米プラス梨」という形態

をとるようになったのである。ところで角谷部落の生産基盤である耕地面積は,水田1319a,畑 101a

樹園地372aで あり,一戸当り平均耕地面積は水田69.4a,畑 5a,樹園地26,6a,と なっている。(劾ま

た就業状況は,元来専業農家しか存在しなかったようであるが,昭和45年のセンサスによると,第

I種兼業農家12戸,第 Ⅱ種兼業農家 7戸から構成されている。

他方諸鹿部落は,若桜より来見野川を約6kmさ かのぼった標高約400mの地点に存在する典型的山

村部落である。この部落へは,若桜から約25分の道のりを一日四往復のバス運行しか交通の便はな

く,地理的にも孤立した部落であるといえよう。

諸鹿部落は現在55戸,人口209人 (昭和52年 7月 現在)の小部落であり,そ のうち1975年の農業

センサスにおいて農家と見なされている世帯は23戸であり, しかもその一戸当りの経営耕地面積は

26a,平均山林経営面積189aと 極めて零細規模であることを示している。この零細性の結果,大部



分の農家は第Ⅱ種兼業農家であり,そ の兼業の内容は営林署の林業労務に従事するものが大半を占

めており,他に恒常的な賃労働に従事してぃるものが弱貫存在している程度である。この営林署の

林業労務が開始されたのは昭和28年頃からであり,そ れ以前の諸鹿部落の主たる生業としては薪炭

業が存在していたとぃわれる。しかるにそれが戦後エネルギー革命により衰退していったことを考

え合わせると,営林署の林業労務による収入こそ,戦後の諸鹿部落存続のための貴重な経済的基礎

を構成してきたとみてよい。

以上,両部落について概括してみたが,次 にそれぞれの生産力構成を表卜21こ おいてみることに

より比較検討してみたい。

表1・ 2 諸鹿部落 。角谷部落の生産力構成 (昭和45・ 50年 )

I.晨 家 数 Ⅱ・耕地条件 Ⅲ.機
械所
有台
数
２

当

―

一戸

り

Ⅳ.労働力 V 農産物販売額*3

総農家戸数

専業農
家 率

*   1
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積

当

　

面

一戸

　

地

１

　

耕
水田率

一家当り農葉従事者敷

50万以上

及

万

満

シ

５

未

ナ

び

円
総 数
農業主

体者数

昭

　

和

　

４５

　

年

全 国 5341844戸 15,6% 95,6a 0.62台 2,9人 1,9人 33.3% 25.0%

山 陰 145180 11.2 74,3 0.611

鳥取県 56663 67.1 38.5

若桜町 5ω 郵.6 0.開 36.8

諸 鹿 34 69,9

角 谷 0 64.3 0

H召

和

50

年

鳥取県 53582 34,7 66.9

若桜町 803 1.2

諸 鹿 24 39.5 84.3 88.0

角 谷 1∝ .1 llXl.0 0

昭和45年 世界農林業センサスにより集計
昭和511年  1975年農業セツサスにより集計

*1 昭和「oll年には一種兼業農家を合めた。
*2.昭和511年 には,耕運機以外のセンサス記載の全機械数。

*3.昭和「oll年は,70万円以上と7万円未満とに分類した。

先づ,農村の生産力構成の中心をなす耕地条件であるが,諸鹿部落の場合先述 したごとく経営耕

地面積は,昭和45年一戸当り26.la,昭 和 50年一戸当り39.5aと 比較的恵まれていない山陰若桜町
にあっても類をみない零細性を示している。同時に,こ の事実が第Ⅱ種兼業農家しか存在させえな

い必然性を明示しているといえる。そしてこの零細な耕地条件が耕運過程の再編=機械化を規制し

ており,上表に見られるがごとき機械所有台数の低さをもたらしているのである。この点からみて

も諸鹿部落の場合には,農業生産力構造の再編は不可能とみていいであろう。このことを顕著に示



すものとして労働力条件がある。すなわち,一戸当り農業従事者数および農業主体者数は,鳥駅県
平均,若桜町平均に比較してもはるかに低く,農業村落として存在することは極めて困難になって
きている。そのことは,昭和45年に34戸存在した農家世帯が,昭和50年 には24戸 と減少しているこ
とからも明白であり,こ の傾向はよリー層加速度を増していくことは確実である。しかも,第 Ⅲ種
兼業農家として最低基準とも思える「農産物販売額 5万円以上」を示す農家自体が,わずかに12パ
ーセントしか存在しないことからも,諸鹿部落がすでに「生産者村落」から「消費者村落」に転化
していることは明白である。この点については,過疎化との関連において後述する。
一方,角谷部落は諸鹿部落に比較してはるかに生産力構成は高いといえよう。すなわち,一戸当
り経営耕地面積89.4aは ,耕地条件に恵まれていない山陰′ミ取においては極めて高いものであり,
当然の結果として耕縁機の普及=機械化も全国的にも極めて進んでおり,生産力構成の再編もそれ
なりに行われたとみてよい。たしかに専業農家こそ存在しなくなったが,第 I種兼業農家が多数を
占めてぃること,ま た農産物販売額においても,ほ とんどの農家が百万円以上の農家の位置づけを
もっていること等からみても,上記の過程を進行させたとみていいだろう。この点をさらに次表1・ 3
により具体的にみてみよう。

表1・ 8 角谷部落の農林達物販売金額別・経営耕地別農家数

H召  不日  45  年

販 売

な し

7万円

未 満

7

.30フテ

30

70潔了

70

1007テ

100

150万

150

200フテ

200

300フテ

計

農
産
物
販
売
金
額
別
農
家

経
営
耕
地
面
積

3反 未 満 1 1

3   -   5 1 1

5  ～  7 2 3

7  ～  10 2x* 6

10反 以 上 3※ * 4叢 華 8

計 0 0 4 2 4 5 2

林
産
物
販
売
金
額
別
農
家

所
有
山
林
面
積

5反 未 満

5反～ 1町 2

1 ～  3

3   -   5 3

5～ 10 l 1 5

1 2 2 5

15  ～  20 1 1 2

20口丁,火 Jヒ 1 ユ

計 8 1 3 1 1 3

1970 農林業センサス

*  梨栽培農家

この表より特に顕著なことは,先づ農産物販売金額百万円以上の農家が11戸 (57.9パーセン



存在することおよびこの百万円以上の農家がいずれも7反以上の耕地面積を有し, しかも梨栽培を

行なっているということである。これにたいして,70万円未満の販売金額農家 6戸のうち5戸は米

作一本であり梨栽培を行なっておらず,かつ耕地面積 7反未満であるという点である。すなわち,

角谷部落の場合,た しかに生産力構成を全体として把握すると相対的に高いといえるが,現実には,

経営耕地規模の零細な米作・兼業農家と経営耕地規模の大なる梨栽培 ,米作農家との間には相当な

拡差が存在していることは明白である。また林産物販売別農家についてみても,そ の販売額70万円

以下の農家が14戸にものばり, しかも経営耕地面積と山林所有面積規模が正の相関をなしているこ

とを考慮すると,角谷部落の生産力構成の再編成過程は農民層の両極分化を必然化しての結果であ

ることが分る。このことが挙家離村といかに関連しているかという点について検討しなければなら

ないが,次項において,角谷部落の挙家離村世帯を在村世帯と比較することにより明らかにしたい。

2.過疎化と村落構造

2・ 1.諸鹿部落と人口流出

図2・ 卜1 諸鹿部落の人口・世帯数の推移

一

人 口
………‐…世帯数

上図は,諸鹿部落の人口・世帯数の推移を国勢調査資料により図式化したものである。昭和30年

から昭和50年の20年間に187人減少し,そ の減少率は実に47.5パーセントという高い数字を示して

いる。一方戸数の変化をみてみると,同 じく20年間に10戸の減少であり,そ の減少率は15.2パーセ



ントであり,戸数減少率は山村としてはさほど高くないといってよい。この点に関して,江戸未期
から戦前までの諸鹿部落の戸数推移を現存する若干の史料により見てみると,寛政 6年には70戸 ,
文久 3年 には55戸 ,明治15年53戸,大正11年45戸 ,大正15年50戸 ,昭和27年60戸 となっており,ほ
ぼ50戸前後を保持してきたことが推察出来る。この歴史的過程のうち,寛政 6年より文久 3年の15

戸減少という事実は多分天保飢饉をはじめとする飢饉によるものであろうし,明治15年より大正11

年にかけての減少は戦争による減少および戦後恐慌による離村と考えられる。ともかく人口の減少

率に比較すれば,戸数の減少率はそれほど顕著なものではなく,こ の点より諸鹿部落は人口流出型
の過疎化段階といえる。

図2・ 卜2 諸鹿部落の年令階層別人口構成

―

昭和52年
‐~~~~・

昭和45年

ところで,諸鹿部落の人口減少をより内容的に検討するために,国勢調査報告による昭和45年の

年令階層別人口と今回の聴取り調査によるものとを比較図式化したものが上図である。この図によ

り明白なことは,昭和45年 においては未だ過疎山村に特有の「ひょうたん型」の人口曲線を維持し

ており,20才より30才 という若年層および後継者層の流出が顕著であったのに対し,昭和52年にお



いてはその歪みが一層進行し,幼年層特に10才以下の人口の激減と65才以上の高令者層の激増が顕

著になったことである。その結果,「ひょうたん型」というよりむしろ「さかづき型」という絶望

的な人口構成が現出するに至っている。

このような諸鹿部落の急激に進行している人口構成の歪みは,一方では極度の出産率の低下によ

るものであり,他方では特に若年労働人口の部落外への転出の激増を示すものであるといえよう。

この人口流出現象は,わが国の高度経済成長の時期と一致して顕在化しはじめたことも事実である。

しかし同時に考えねばならないのは,「外部=平地資本のがわからなされるプル要因とともに,山

村のがわにおける内部的なプツシュ要因の存在であろう。すなわち,平地のがわから働きかける吸

引作用のほかに,山村が共同体結束によつて隠ぺいしてきた不安定要囚からも惹起されるという側

面」(働である。そこで諸鹿部落の共同体結合について,土地所有状況,労働状態,通婚関係等々によ

って検討してみたい。

表2・ 卜 1 諸鹿村の田畑所有と荒地状況

諸 鹿 所 有 諸鹿荒地所有

恩合鼻 3町 3反 4歌 9歩 5反 7畝 7歩

田合計 蟄歩 4反 1畝 2歩

畠合計 2町 3反 3畝 15歩 1反 6畝 5歩

田 畠 田 畠

実

　

　

数

下 4反取 路歩 7反 7畝 16歩 跡〔8畝 27歩 1反 1畝 3歩

中 4反 3畝 11歩 1町 1畝 5歩 l反  29歩 4畝 5歩

上 9畝 20歩 5反 4畝24歩 1畝 6歩 27歩

百

分

率

下 47.4% 33.2% 70.4% 68.6%

中

上 23.5

宝永 2年 (1705年)諸鹿村田畑手引帳

元禄 8年 (1695年)諸鹿村田畑御改帳

表2・卜1は ,宝永2年の「諸鹿村田畑手引帳」と元禄 8年の「八東郡諸鹿村田畑御改帳」により諸

鹿部落の江戸時代における田畑所有面積およびその荒地状況を図表化したものである。この表より

明白なことは,先づ第一に,諸鹿部落の田の面積が畑面積の 2分の 1し か存在しなかったことであ

り,ま た中田 (畑 ),下田 (畠 )が大部分であり,上田は全体のわずか9.6パーセントしかなく,上

畠を加えても19パーセントにすぎなかったということである。すなわち,こ の事実から過重労働・

低生産性を特徴とする山村像が浮びあがってくる。さらにこの点については,田畑の荒廃の数字か

らも推測出来る。つまり3町 3反 4畝 9歩のうち5反 7畝 7歩の田畑は荒廃 しており,そ の荒廃率

は17.1パーセントであるが,そ のうえ上記の畠の 2分の 1し かない田のうち34パーセントが荒廃 し

ており,そ の零細性はますます極わまったものであったと推察出来る。さらに宝永 2年の「諸鹿村



田畑手引帳」によると,一戸当りの平均所有面積は 1反 1畝28歩であり,農家戸数28戸のうち1反

未満の所有者が15戸 (54パーセント)も 存在していた。そして明治20年の「諸鹿村地租下調帳」に

よると,一戸当りの平均所有面積は7畝 3歩 と減少し,かつ 1反未満の所有者は51農家のうち41戸

と全体の82パーセントに増大している。つまり約180年の間に田畑総面積はさほど変化しなかった

にもかかわらず「血縁分解」による農家戸数増大が起きたということであろう。そしてこの土地の

細分化こそが,生産性の低い土地を村落成員全員で共有するという意味をもち,共同体の結合への
強化の役割をはたしたと推察出来る。事実後述するように,諸鹿部落全戸が親類関係になるという
婚姻関係にみられる無階層意識にもこの点が考慮出来るであろう。

なお,諸鹿部落は零細経営の農林業を補うために薪炭業によって生計をたてていたといゎれる。
しかし戦後のエネルギー革命により薪炭業は衰退し,そ れに代わって,昭和28年より現在の兼業の
主体である営林署への林業労務が始まり,現在に至っている。            

下

さて,こ うした「連続と変化」の上に立った諸鹿部落の人口流出を生産関係のなかで分折してみ

る。

図2・Ⅲ3 諸鹿部落における各戸の所有耕地および保有山林面積
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先づ諸鹿部落の現在の耕地および山林面積の所有状況についてみてみたい。上図は保有山林面積

と所有耕地面積の相関関係を図式化したものである。は)こ の図によると,諸鹿部落においては所有

耕地面積 5反以上の農家は7戸 しか存在せず,そ のうち 1戸は現在非農家世帯であるゆえ, 5反以

上の農家は6戸 (11パーセント)し か存在しないことになる。また山林所有面積においても5町以

上所有する家は 5戸 しか存在せず, 3町未満の所有層が78.3パーセント, 3町から5町未満の所有

層が15.2パ ーセントなっており,そ の零細性は実に顕著なものがある。しかも山林所有面積 5町以

上で所有耕地面積 5反以上の家はわずかに2戸 しか存在していない。この零細農林業の実態を顕著

に明示するものとして次の表2・ 卜2を みてみる。

表2・卜2 経営耕地面積別・農作物販売金額別農家数

ナ ン 7万円未満 7～ 30万 30～ 70万 70～ llXl万 llXl～ 150万 150～ 200万 200～ 300万 300～ 500万 計

年

0～ 1反

1～ 3

3～ 5

5～ 7

7～ 1町

1町以上

9′

5

一戸

2

一戸

l

一戸
9

13

8

1

3

0

年

0～ 1反

1～ 3

3～ 5

5～ 7

7～ 1町

1町以上

3

12

5

1

1

3

12

5

1

1

2

農林業センサス

この表は,諸鹿部落における農家世帯の農業生産物による収入をみたものである。それによると,

農産物の「販売なし」の農家が,昭和45年には24戸 (70,1パーセント)も 存在し,「 7万円未満」

の農家をも合めると31戸 (91,2パーセント)の高率となる。そして逆に100万円以上の農家はわず

かに1戸 (①)し か存在しない。さらに昭和50年においても上記1戸に,開拓地「広留野」において

長年の苦労が実った農家,③⑪の2戸が加わるにすぎない。こうした事実は,諸鹿部落においては自

家農林業のみに依存して生活できる農家はほとんど存在せず,結局兼業主外に生活せざるを得ない

ことをしめしている。そこでこのような零細な生産条件下の諸鹿部落の農家の兼業就業状況につい

て述べてみたい。



表2・ 1-3 専兼別農家数と兼業の種類 (諸鹿部落 )

年 計

第 Ⅱ 種 兼 業 農 家

兼 業 従 事 者 兼 業 の 内 容

世帯
主あ
とつ
ぎ

帯世

　

　

主

と
　
　
ぎ

あ
　
　
つ

の

の
帯

そ

他

世

員

恒 常

的 勤

務

出 稼

一雇

　

　

夫

日

　

　

人

経
営
耕
地
面
積

3反 未 満 9 7 l 8

3  ～  5 1 1

5  ～  7 7 1 3 1 6

7  -  10 1 1 1

10反 以 上 2 2 2

計 3 5 0 3 2

所

有

山

林

面

積

5反 未 満 5 1 1

5反 ～ 1町

1  ～  3 1 2 2 1

3  --   5 3 1 4

5  -  7 1 1 1

7  -  10 1 1 1

10町 以 上

計 5 0 3

1970 農林業セ ンサス

この表は第Ⅱ種兼業農家 (諸鹿部落の場合,昭和45年の I種兼業農家は 1戸 しか存在しない)の

兼業従事者と兼業内容とを表わしたものである。昭和45年段階では,兼事従事の主体は世帯主であ

り,兼業の内容は,圧倒的に日雇。人夫という極めて不安定な形態ρ雇用労働が多く,90,9%と い

う高率を示 している。それに反して恒常的な勤務形態の雇用労働に従事しているものは,わずか 3

戸にすぎない。そして,こ の日雇 。人夫というのは,ほ とんどが営林署の山林労務であり,こ の薪

炭業から営林署の山林労務への職業移動こそが,諸鹿部落における過疎を「人口流出」の段階にと

どめてきた主要な原因ではないだろうか。

ところで,諸鹿部落においては,昭和50年の農業センサスによると農家数は24戸 に減少 し,第 I

種兼業農家は 3戸に増加している。そして兼業の内容において日雇・人夫が減少し10戸 になってい

る。この理由としては,一つには兼業の種類が質的に変化 したこと,も う一つには日雇 。人夫兼業

農家がその零細農業経営を放棄 したことの二点が考えられる。この点については,次表2・卜 4に よ

つて推察することが出来る。



表2・ 1-4 諸鹿部落における非農家の就業状況

昭和45年 昭和50年

世帯主 要 世帯主 妻

営林署 (日 雇林業 )

常雇 (店員・工員 )

常   雇 (事務 )
自 家 林 業

年     金

臨   雇 (工員 )
死・無    職

転  出・不  明

7人

4

1

4

1

5

3人

1

12

2

4

14人

5

1

4

4

1

4

6人

2

13

9

2

この表によって明白なように,昭和45年に比較して増加したものは,営林署勤務 7戸 と年金生活

者 3戸である。それゆえに,こ の表の数字が示すものは,零細経営農業を放棄する代りに,労働可

能年令の間は山林労務に従事することにより諸鹿部落への在村を継続せんとする事実 一一換言すれ

ば港在的挙家離村志向者が増加したということであろう。すなわち,野尻重雄が指摘する(働農業を

(家業)と して継承すべきものとする考え方―「家の論理」 (こ れこそが零細経営農家を結合させ

てきたものともいえるが)か らの脱却といってもいい。そこで諸鹿部落において,こ の「家の論理」

を支えてきたものとして本家分家関係と姻戚関係について概観してみたい。

元来山村は,「その劣弱な生産条件や厳 しい自然条件に対して,人 の和,家 と家との結合でもっ

て対処してきた」(6)と言われる。そしてわが国の村落においてこの家と家との結合は,現実には上

下身分関係に基づく本家分家関係を中心とした同族関係と個人中心的で対等関係を原則とする親類

組織とが相互規定的な連関をもちながら機能してきたといえる。この点について諸鹿部落の場合に

は,本家分家関係が現実に何らかの形で機能してきたと考えられるものは16組存在する。そのうち,

系譜関係の相互認知が確認されたものは14組であつた。(η しかし,現在の日常生活における同族志

向をみてみると,「本家をたてるべきである」とする考え方は24.3パ ーセントと極めて少なく,む

しろ「普通の家同士のつきあいでよい」とする考え方が70,3パーセントと大半を占めている。(働この

ことから諸鹿部落の同族関係はさほど重要な役害Jを もって展開されてきてはいないように思える。

その原因としては,先述した諸鹿部落の零細な生産条件が挙げられよう。すなわち,本家分家間に

階層的上下関係および生活優劣関係をもたらす物質的基盤が存在しなかったということであろう。

このことは,諸廃部落においては同族内での共有地・共有林がほとんど存在しないことからも明白

である。それゆえに,諸鹿部落においては従来からの比較的フラットな関係を基盤にして婚姻関係

が成立し,そ の結果図2,1-4に示されるような全戸が親類関係によって結合されるという極めて強

力な相互扶助関係が現実に機能してきたといえよう。しかもこの図から明白なように,全戸が親類



図2・ 卜4 諸鹿部落の姻戚関係
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関係を結びながらも血族結婚は比較的少ない。これは,血統よりも全戸が家によって結合している

ことにより生じる日常生活における共同体結合・共属感情およびその結果としての精ネ申的安定が求

められたということであろう。もちろん,孤立し封鎖された山村という地域的特性がこうした結合

を強化したことも否定出来ない。事実,昭和30年代まで圧倒的に部落内婚が優位を占めていたこと

は,通婚圏を検討してみると明白である。

表2・ 卜5 年代別通婚圏 (婚入 )

年代

地域

昭和

1～ 9

昭和

10-19

昭和

20-29

昭和

30-39

昭和

40-52
計

実

　

　

数

諸  鹿 14人
人
動

人

22(3) 15(5) 86141

若桜町

八頭郡 1 2

鳥取市

鳥取県

他府県 2

計 2012) 23(3) 21(9) 1141331

百

　
　

分
　

　

率

諸 鹿 100% 85% 100% 70% 21% 75。 4%

者桜町 2.6

八頭郡

鳥取市 4

鳥取県 9

他府県

( )う ち諸鹿に住んでいない者

表2・ 1… 5は ,昭和に入ってからの通婚圏を年代別に図表化したものである。先づ第一に顕著なこと

は,村落内婚が75。 4パーセントという高率を示していることであり,特に昭和30年以前においては

94.6パ ーセントという通婚圏の封鎖性を示すような高い数字を提示している。第二に,部落外婚の

場合には八頭郡内が86.8パーセントを占めているにもかかわらず若桜町との婚姻が少い点である。

第二に,部落外婚が顕著になるのは昭和40年以降であるが,こ れは他地域へ流出した者がその地で

婚姻関係を結んだ結果であり,実質的に通婚圏の拡大に結びつかない点である。特に,こ の第二の

点は廃村問題を考える場合重要な意味をもってくる。すなわち,本来一時的労働流出がその流出地

で婚姻関係を成立させることにより,そ の一時性をそう失し,結果として後継者層の不帰村をもた

らしてしまうからである。つまり,わが国の村落の婚姻においては,「同程度の家格」 という要因

が常に意識的にも潜在的にも作用してきたといえる。そのことは,既述したように,零細な土地所

有による無階層性,経済的平等性が諸鹿部落において村落内婚を可能にし,かつ強度のオす落内結合

を維持させてきた事実となっているといえよう。しかしながら,同程度の兼業に依存した農業を継

承することを前提とした「家の論理」自体が,後継者の転出→転出先での結婚→不帰村という図式



の成立によって,そ の規制力を必然的に弱化させることになったと考えられよう。この点を後継者

の転出状況を分析することにより検討してみる。

表2・ 卜6 転出先別・年度別・性別転出考数

年

代 照
皓年以前 46年 47 4F 48 年 49 4F 50 41 51年 合 計
男  女 男  女 男  女 男  女 男  女 男  女 男 女 男 女

二

〇

才

未

満

若桜町

八頭郡

鳥取市

鳥取県

関 西
関 東
死 亡

ハ
　

　

　

　

　

　

　

ー

　

ー

人

　

　

　

　

　

　

　

２

人
　

　

　

１

　

　

２

1

1

4  2

2

人

1  2

1

1   2

人

1

1

1

5

12

3

1

計 5  2 3   2 3 5   5 2  2 4  1

二

〇

ｉ

三

〇

才

若桜町

八頭郡

鳥取市

鳥取県

関 西
関 東
死  亡
計

1

1

1

1

4 1   5

1 1

1  2

2  3

2

1

1  2

1

1 1

1

2   2

2

l

2  1

5

1

3

若桜町役場資料による

上表は,昭和45年から昭和51年までの転出者 (20才未満・20～30才の二世代)を ,転出先別に図

表化したものである。これによると,諸鹿部落の若年労働力が主に関西方面と,烏取市に流出してい

ることが明白である。また,若い世代ほど関西方面に流出し,20代 の労働力は,特に女子を中心に

鳥取市内,人頭郡内に流出していることがわかる。もちろん女子の場合,結婚による転出も考えら

れるが,そ の場合でも,ま ず就業流出→結婚転出といったパターンをとっているようである。こう

した流出の中でも,一番問題になるのが後継者の流出であろう。

表2・ 1-7諸鹿部落後継者の

就業状況・帰村予定 左表は,後継者の就業状態を他出,通勤,自家

農業,未就業の四分類することにより,そ の将来

の予定を問うてみたものである。先づ第一に言え

ることは,他出者が65パーセントをしめており,

そのうち帰村予定者が23パーセントしかいないこ

とであろう。第二に自家農業従事者が皆無である

ことである。未就業である学生層に対しても,親

自身が希望するものは全て動め人であり,こ こに

も農林業兼業を主体とする山村共同体結合が,意識面においても,実態においても解体しているこ

とを示しているといえよう。第二に,現在在村の自宅通勤後継者のなかに,「家業」としての農業

潔
就 業 場 所 帰不∫予定

若
桜
町

八
頭
郡

鳥
取
市

他
府
県

帰
　
村

離
　
村

未
　
定

/Jヽ

計

他   出 3 2 6

通   勤 4 3 7 3

自家農業 0

未 就 業 7

計 5 6

聴取調査による



を継 ぐものが皆無という事実である。さらに,家業としての農林業を継がないにしても在村意志だ

けでも示 しているものが,わずかに43パーセントしか存在 していないことである。こうした点を考

慮すると,た しかに諸鹿部落の場合,現在は人口過疎の段階にあるといえども,やがては挙家離村
→ 廃村という過程をたどることは必然的といえよう。

2・ 2,角谷部落と挙家離村

表2・ 2-1 角谷部落の

戸数・人口推移

戸  数 人  口

昭和 30

35

40

45

50

一戸 150ノ(

144

137

101

42

関/開年 △680% △72.0%

角谷部落は先述したごとく,昭和30年代の後半から挙家離村が始

まり,40年代の後半には一種のなだれ的離オ寸現象を起こし,昭和50

年には遂に,左表にみられるように在村世帯 8戸 ,人口40人に減少

してしまった。そこで在来世帯 (一世代以上その村に居住する世帯 )

の挙家離村実態を在村世帯と比較検討することにより,角谷部落に

おける村落構造の変容をみてみたい。

先づ挙家離村が大量に発生する以前の村落構造の検討が必要であ

ろう。そこで生産構造について1970年農業センサスを中心にみてみよう。次表は,角谷部落の就業

構造を,山村の生産構造を特に規定する経営耕地面積および山林所有面積別に集計したものである。

表2・ 2-2 経営耕地面積別・山林所有面積別就業構成 (角谷部落 )

年 兼 業 従 事 者
茉 業   の   種  類

雇 用 兼 業 農 家 自営茉業農家

計

帯

あ

つ

世
主

と
ゴ

世 帯

主

あと

つ ぎ

の
の
帯

そ
他
世

計 際的
賜
出稼

人 夫

日雇

計 林業 他

第

Ｉ

種

兼

業

農

家

経
営
耕
地
面
積

3反 未 満 一戸 一戸 % % % 9/9 % %

3  ～   5

5  ～  7 1 1 1 100.0

7  -  10 3 1 2 1 100,0 l 100,0

10反 以 上 2 2 3 6 100,0

計 4 6 2 5 7 100,0

山

林

所

有

面

積

5反 未 満

5反～ 1町

1  -  3

3   --   5 l l ユ 100.0

5  ～  10 2 l 3 1 100,0

10  ～  20 2 2 l 100,0 100.0

20田丁,火 Jし 2 2

計 4 6 2 5 100.0



第

Ⅱ

種

兼

業

農

家

経
営
耕
地
面
積

3反 未 満 1 l 1 100.0

3  -   5 1 1 1 100,0

5  ～  7 2 100.0 l 100.0

7  -  10 2 1 1 100.0 l 100.0

10反 以 上

計 7 2 5 2

山

林

所

有

面

積

5反 未 満

5反 -1「 I丁 l 100.0

1 ～  3

3   ^レ    5 1 1 2 60,0

5  ～  10 2 50,0 1 100.0

10  -・  20 l l 1 100.0

20町 以 上

計 7 2 5 60.0 40.0 50,0 50.0

昭和45年 世界農林業センサス

この表によると,農家19戸のうち第 I種兼業農家が12戸 (63.2パーセント)であり, しかも11戸

までが7反以上の経営耕地面積および 5町以上の山林面積を所有しており,若桜町においては有数

の農家層に属しているといえよう。また,こ の第 I種兼業農家の兼業内容をみてみると,雇用兼業

農家が 5戸,自営兼業農家が7戸でしかもすべて林業に従事している。こうした点からみても,こ

の第 I種兼業農家が角谷部落の上層農を構成していることは明白である。次に第Ⅱ種兼業農家は 7

戸 (36.8パーセント)し か存在せず,前項の諸鹿部落における第Ⅱ種兼業農家率90パーセント以上と

は好対照をなしている。しかも諸鹿部落とは異なり,そ の兼業内容は恒常的勤務がほとんどであり,

諸鹿部落の人夫 。日雇という不安定な就労形態が中心である兼業とは正反対であるといえよう。た

だ,こ の雇用兼業に従事する主体が世帯主・後継者であることは,こ の角谷部落においても,農業

の基幹的労働力が他産業に流出していたことを示している。しかし,昭和45年頃までの角谷部落は,

農業中心の就業構造であったことは明白である。さらに表1・ 3の農産物・林産物の販売状況によっ

て考察されたごとく,角谷部落は,経営耕地面積 7反以上を所有し,米作プラス梨栽培の第 1種兼

業農家層と,経営耕地面積 5反以下で米作単営の第Ⅱ種兼業農家とに両極分解していたといえよう。

さて,こ うした状況下の角谷部落における挙家離村の実態とその及ぼした影響についてみてみた

い 。



図2・ 2-1 角谷部落の住宅地図

■ 離村世帯

□ 在村世帯

図 公 民 館

番号  「角谷」地区
その他は「寺所」地区

角谷部落は住宅地図によって明白なように,角谷川にそって「寺所」「角谷」の二小集落からな

っており,昭和30年頃には24戸存在していたという。その後,角谷地区に位置していた 8戸全てと

寺所地区より7戸,計 15戸 が挙家離村し,現在は寺所地区に8戸だけ在村している状況である。

挙家離村地帯についての聴取り調査の結果を要約してみると表2・ 2-3の ようになる。これを検討

してみると,先づ挙家離村のパターンに関していえば,①の中距離転居・転業型以外は全て近距離

転居型であり,具体的には若桜町およびその周辺地区への転居といえる。しかも近距離転居・就農

通い耕作型と近距転居・通い耕作 。賃労働兼業型がほとんどであることは,挙家離村による就業構

造の変容の点からみれば,た しかに脱農型が増加 しつつあるが,完全に脱農する意図は早急にはな

いことを示 している。そのことは,「離村決定理由」として,「農業に便利」,「耕地管理に便利」が

挙げられていることからも明白である。

次に挙家離村動機を探ってみると,「生活が不便」という理由が圧倒的に多い。しかし,諸鹿部

落に比較すれば,交通や生活環境などは,は るかに恵まれている。また多雪をあげているものもい
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表2・ 2-3 離村世帯における生業形態 。人口の動き,離村状況

世

移

番

丹

世棒主
の年令

世帯主が過去 二年主
として従事 した仕事

挙 家 睦 村

撃 室 離 村 動 機 離村先決定理由 離村資金調達法

挙窯離村型 緋 地 山 林 経

営 面 積

蕪屋 処

分状況

後 継 若

転

出

時

現
　
　
在

転 出 時 現  在

年

　

　

月

転出先

市町村

在村 時 離 村 後
他

場 所 1予 定

通 鋤

場 所 1職 業 1予 定

未就葉

B
C
田
　
畑

樹

園

地

日
　
畑

樹

園

地

在
村
時

構
村
後

の
望

規
希

才

４

ヤ

中 園
鉄 園 鉄

S年 月
44・ 4

鳥取市
津 ノ井

勤めながらの農業は無理 と判断 仕事の関係一通勤に便利 土 地 の 死 却 ⑤ ◎ ③ 8

戻

2 O

反

0
反 反

4 売  却 未  定

自 窯 農 業 自 察 農 業
着桜町
濃人町

町が速 くて生活不使
冬が長 くて言 が多い

適 当な家 ,土地 があ った
保安山林の立ホ
処分

① ③ ① 6 2 11.3 2 8 残  存 鳥取市 帰  農

103 自 室 農 葉 自 蒙 農 業 47  10
若桜町
馬場
町が速 くて生活不便 農業に便利かつ通勤に便利

保安山林の立木
の処分及び貯金

① ③ ① iO.5 3 発  却 公務員

104 48 日 雇 林 業 営 林 署 47・ 7 町
甥
桜
馬
若 醤が出るのに残っていても仕方が

ない
同 上 農協からの借金 ② ⑤ ② 0 O 1.5 残  存 /rd府県 未  定

54 自 室 農 業 自 蒙 農 乗 46・ 12
町

鶏

桜

馬

者 町が速 くて生活不便
冬が長 くて守が多い

日畑に近い

適当な家土地があったこと
山林の立ホ処分
貯金及び緒金

① ⑥ ① 7 残  存 国府町 公務員 継  統

38 自 家 農 業 曽 林 署 49・ 8
町

町

桜

内

若
子供の教育のため

田があり,若桜の中心に近 保安山林の立木
処分及び借金

② ③ ② 2 3.6 1_2 所持
し

て出る
農  業

107 建  設  業 建 設 業 49・ 12
町

町

桜

内

者 動 きたくなかつたが,一軒 になつ
たら子供が可愛相,冬の多管

もとの村 1と近い し,適当な
土地があったこと

立木処分及び貯
金 と借金

② ③ ④ 0 3.3 残  存 公務員

108 52 55 自 家 農 業 自 家 農 葉 48  3
町

町

桜

内

若
出る気はなかったが… 適 当 な土地 があ った こ と

山林の立木処分
及び手持ちの金 ① ③

① 3 3 20 売  却 鳥取市
金 融
機 関 継  統

自 家 農 業 オロシ発業 47・ 12
町
町
桜
西
着

集団離村みたいな気持 同 上
山林の立木処分
及び土地・売却

③ ② ③ 15 5_2 1.5 6 1_5 売  却
サラリ

安泰ニットー 製造業勤務
町
町
桜
下
若 農業のメ手来性に失望 した

町が速 くて生活不便
同 上

山林の立木処分
及び土地の発却

⑥ ② ◎ 3 0 残  存

48 日 産 林 業 サービス葉 49・ 12
着桜町
濃人町

本当は出たくなかつたが,皆が出
るし一粁残 っても仕方がない

緋地管理に便利な国遣筋に

適当な掌・土地があつた
保安山林の立木
処分 と貯金借金

② ③ ① 1 1 8 残  存 鳥4t市
≡う

い

帰
な

112 45 48 アロ ー カー 自 由 業 49  8 若桜町
下町
周囲の人が出ていくし,残 される
と生活に困る

同 上
保安山林の立木
処分及び貯金

② ⑥ ② 5 46S 亮  却 若桜町 農 協 継 統

Ъ 日 雇 林 業 曽 林 署 着桜町
濃人町

町が速 くで生活に不便 同 上
手持 ちの金 と農
協からのft金

② ③ ④ O 3_5 O 06 0.6
持

出

所

で

サラリ

*l A:①近距雄転唐 就農通い耕作型 ②近距離転磨 通い耕作 賃労球業型 ③近距醸転暦 転業型 ④中距醸転居・就農近い耕作型 ⑤中距藤転居・通い緋作・質労球業型 ③中距離転居転業型
B:①世帯主先行型 ②世代交代型 ③同時型 ①後逸い型
C:C農素継統型 ②不安定脱農型 C庶定脱農型 ④農外不安定型 C農外安定型 C熊業型





る。さらに「皆が出るし一軒残されても生活できない」という理由により離村しているものもいる。

結局,こ の挙家離村動機は就業変化とからんでおり,ま た共同体結合とも関連しているといえる。

すなわち,昭和46年から49年までの挙家離村をみてみると,比較的大きな経営耕地面積を持ち農業
志向のタイプと経営耕地面積がさほどない兼業志向のタイプと前二者の流出によりしかたなく転出

するという三種類の形態に分類出来る。特に第二のタイプは,挙家離村が共同体結合を弱化せしめ
るという側面と,同時に共同体結合の弱化が挙家離村を増進させるという側面との相互関連性を示
すものとして注目すべきものである。

さて,以上のように何故挙家離村したのかという離村者の主体的理由については要約出来るので

あるが,やはり重要なのは客観的理由であろう。そこで挙家離村世帯と在村世帯の経済的基盤を比

較検討してみよう。

図2,2-2 角谷部落における各戸の所有耕地および保有山林面積

昂
４

2             3

保有山林面積 (ha)

20

6踏好せ暮

上図は,保有山林面積と所有耕地面積の相関関係を示すものである。この図から明白なように,
在村世帯の方が全般に耕地面積・山林面積ともに恵まれている。すなわち,在村世帯は全て経営耕

地面積 7反以上かつ所有山林面積が5町以上であるのに比較して,離村世帯は一般に生産構造の規

模の小さい層が多い点である。それゆえに,離村世帯のうち耕地面積の少ない家は第Ⅱ種兼業ない

しは脱農家であるといえる。さらに,挙家離村世帯と在村世帯の経済的基盤の相違をもたらしてい



るものに林業経営がある。たしかに林業経営はあくまでも角谷部落においては兼業ではあるが,や

はり就業状況には見おとせない点である。

表2・ 2-4 階層別林業経営状況

項  目

区  分

人
工
林

率

人エルト樹令別比率 平均
植林
面積

(ha)

下刈

り率

林産物販売額 世帯主の主業

～10

年生

-30

年生

30F,

生～

100ラ了

円以上

及
万
満
””際

林

業

人夫

日雇

そ
の
他

在村者平均
路

２

％
１

％
７

％
２ 0.45

％
０

％
５

陀
８

％
０

所
有
山
林
面
積

lha未満
1 ～ 9

10  -  14

15  -  20

離村者平均 9

所
有
山
林
面
積

lha未満 0 0

1 ～  9 0.23

10  -  14 0.05

15  ^-  20

1970年 世界農林業センサス

表2・ 2-4に より林業経営の階層別状況を検討してみる。先づ植林をした面積は在村者の方がはる

かに多い。また人工林率についても在村者平均の方が10%も 高く, しかも人工林の樹令構成をみれ

ば30年生以上率については,離村者の14%に対し,在村者は22%と 高い。当然,かかる格差が蓄積

材積量の差異,ひいては林業収入への依存度にも反映されることになり,在村者は農産物収益以外

に林業収入も可能になる。従って逆に離村世帯においては「人夫 。日雇」という兼業農家の形をと

るかまたは,山林を所有しながらも拡大造林出来ず農林業以外の産業への雇用労働を求める者が多

いことになる。すなわち,離村世帯と在村世帯とは生産基盤が違うといえよう。同時に,こ のこと

は,山林所有規模が離村先での職業選択の範囲を規定するといってよい。そして,あ る意味では,

小資本のもとに山林を資産的に保有し続けるために,賃金高騰下では自家労働力によって山林管理

を行ない投下資本の節減を計らざるをえない。その結果離村先についても遠隔地を選択することが

出来なくなったと見ていいであろう。そのことは,又表2・ 2-31こ みられるごとく,山林経営面積に

おいて離村後山林経営規模を縮少化した家が多いにもかかわらず,山林所有面積を縮少化した家は

少いことにもあらわれている。同時に,離村世帯の場合経営耕地も縮少している。このように,挙家

離村の経済的背景には,農業の衰退,林業の縮少化といった要因が大きく横 たわっている。特に主と

して恒常的賃労働や林業以外の自営業に従事した世帯,主 として農林業に従事する世帯の中でも林

業経営への取り組みが弱かった世帯が挙家離村したとみていい。しかも,挙家離村世帯は,離村後

も山林を資産的に保有し粗放化した状態で経営を持続しているのが現状であり,こ のことが同時に

表2・ 2-3に みられるごとく,「不安定脱農型」「農タト不安定型」離村に結果として規定させてしまっ



ているといえよう。

表2・ 2-5 転出先別 。耕地経営規模別世帯数 (戸 )

唾 在殻
嶺 0～ 0.1 0.1-0,3 0.3^ψ O.5 0.5-0.7 0,7-1.0 1.0-1.5 1.5-2.0 2.0以上

離

　

村

　

一則

在村世帯 4 3 1

離
村
世
帯

内町 1 2

馬場 1 2

若桜 2 3 3

鳥取 1 l

計 1 l 2 8 1 0

離

　

村

　

後

在村世帯 2 3

離
村
世
帯

内町 1 1

馬場 l 1

者桜 1 1 2 1 1

鳥取 1

計 2 3 4 3 0

聴取調査 による

一方,この挙家離村が在村世帯に及ぼした影響をみてみると,先づ生産構造においては,表 2・ 2-5

にみられるごとく,経営耕地面積をやや拡大しており,こ れは離村世帯の縮少化と正の相関をなし

ている。しかも1.5町歩以上の経営農家が3戸 も存在しており, 8戸のうち5戸が 1町歩以上の農業

経営を行なっているといえよう。ただ在村世帯の中に,第 Ⅱ種兼業農家 ― しかも恒常的動務とい

う形態の雇用兼業一 が出現してきていることは注目に値する。また離村世帯はもともと労働生産性

の低い不便な耕地を所有しているものが多く,そ れを序々に植林することによって耕地の林地化をは

かっており,む しろ在村世帯の経営規模拡大にはかならずしもつながらず,在村世帯の生産 。生活

活動に多大の負担を与えている面もある。この在村世帯への負担の増大および彼等の中に生じつつ

ある疎外感,さ らに兼業化の進展などが住民の離村意識へ顕象化しているように思える。すなわち,

離村を積極的に否定しているのは 1戸 にすぎず,他は消極的ではあっても肯定しているのが 5戸 ,

さらに積極的に肯定しているものは 2戸 も存在している。特に聴取り調査において,三世代家族の

場合,後継者の居住志向として「他所へ引越したい」という意見が多かったことを考慮すると,廃
村化への危険性は皆無とはいえないであろう。

〔結語〕

以上,過疎町村指定地域である若桜町の中で,過疎化のパターンの異なる二部落をその村落情造

との関連において検討してみた。要約すれば,次のようになるであろう。

すなわち,村落構造を規定してきた共同体結合の強弱が過疎化のパターンを,挙家離村による過



疎と人口流出による過疎とに顕在化させてきたといえる。より具体的に言うならば,零細な生産基

盤により互助意識を中心として共同体結合を強めざるをえなかった諸鹿部落においては,そ の内部

における自壊作用のごとき内部的なプツシュ要因の出現に平地資本のがわからなされるプル要因が

相乗効果を示し人口流出の激増をもたらし,一方生産基盤の相違による農民層分解による共同体結

合の弱化していた角谷部落においては,潜在的な内部的なプツシュ要因を顕在化せしめた結果が挙

家離村であったといえよう。その点では,角谷部落の挙家離村はおきるべくしておきたものといえ

る。

また諸鹿部落の場合,「新卒直後の他出の増加 → 後継者の流出の顕在化」という変動過程は,

(家の論理)の弱体化を示すものであり,同時に野尻重雄が指摘するごとく,(ア トツギ〉労働力

の流出は,(ア トツギ〉なる特定身分の解消であり,農業を (家業)と して継承すべきとする考え

方に基礎をおく帰村志向を消減させるものである。(9)そ の点において,諸鹿部落における廃村化ヘ

の傾向は不可避的であるとみてよい。

最後に,過疎について問題になされる場合,共同体ぬきの農民が問題とされ,村落共同体そのも

のが受動的存在としてしか把握されないことが多いが,やはり「過疎化に対する村落共同体の機能」

を分析することが,同時に新しい村落再編を考えることにつながるのではないかと思う。

〔付記〕

この小論は,昭和52年 7月 におこなった調査にもとづいている。その際調査に協力して下さつた角谷・諸鹿両部落

の方々,若桜町町会議員榊田誠也氏,そ して′島取大学教育学部生石原奈津子】山根由美子,岡山美子,盛本洋子の四

君に感謝したい。特に,石原・山根両君には調査の集計 ,図表作製まで手伝って項いたことに謝意を表します。なお,

両君は夫々,そ の卒業論文「過疎地区山村における構造的変化の比較考察」,「山村の封鎖性と開放性についての史的

考察」に本調査をまとめている。

〔註 〕

(1)こ の小論は,昭和52年 7月 におこなった現奈良女子大助教授戸祭由美夫氏との共同調査に基

づくものである。

(2)1970年世界農林業センサスによる。

(3)坂口慶治「京都市近郊山地における廃村化の機構と要因」人文地理27-6,1975,pp 2～ 3

14)番号は調査世帯番号を示している。なお非農林世帯については聴取り調査による。

(5)野尻重雄編著「農村の人口」中央公論社,pp 66～ 78

(6)米村昭二「過疎化と村落構造」岡山大学教育学部研究集録,第 30号 ,1970,p l19

(7)諸鹿部落の系譜関係の相互認知を図表化すると次のようになる。

系譜関係の相互認知

分家・本家他出 分家 ,本家なし相互認知あり 相互認知なし
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(3)本家・分家関係について態度をまとあると次表のごとくになる.。

本家 分家 計 比 率

本 家 を た て る が きで ぁ る

ふだん―は気 を使 う必要はない

ぶつ うの家 同士 の つ きあ い

わ ず ら わ し ぃ も の で あ る

その他 (世代が代わるとうすくなる)

1戸

5

8

1

8

1

8

5

9戸

lll

16.

1

1

24.3%

27.0

馬_3

2.7

2,7

合 計

(9)野尻重雄,同上

※ 本稿は調査分析という性格のため,か考文献の全てを厳密に指示することは出来なかった
ことをお断わりしておきたぃ。




